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資料９ 

 

令和元年６月 11日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「警察大学校の施設管理業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 警察大学校の施設管理業務 

①電気・機械設備の維持管理業務、②警備・受付業務、③清掃業務、④植栽

維持管理業務、⑤エレベータ等維持管理業務、⑥映像・音響設備維持管理業

務 

実施期間 平成 27 年４月１日～令和２年３月 31日 

受託事業者 NTTファシリティーズ・高橋工業・シンテイ警備共同事業体 

〔代表企業：(株) NTTファシリティーズ〕 

契約金額（税抜） 1,668,600,000円（単年度当たり：333,720,000円） 

入札の状況 ４者応札（説明会参加＝20者／予定価内＝３者） 

事業の目的 警察大学校の管理業務を通して、快適な施設利用を可能とすること。 

選定の経緯 平成 19 年３月に各府省に対して、国の行政機関が所有する「一般庁舎」等

の施設の管理・運営について、複数年契約を前提とした包括的な民間委託と

して民間競争入札の対象とする方向性が示されたことを受けて、平成 19 年

10月閣議決定の公共サービス改革基本方針にて、市場化テスト対象事業とし

て選定された。 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

終了プロセスに移行することが適当である。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

警察庁から提出された平成 27年４月から平成 31年３月までの実施状況についての

報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費及びその前提としての競争性
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等の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下の管理業務の質に関する確保すべき水準を満たしているとともに、個別業

務ごとの達成基準も満たしており、適切に履行されている。 

① 快適性の確保  

確保されるべき水準 評価 

施設利用者（教職員及び学生）におけ

る利用者の満足度アンケート（４段

階）で「やや満足」以上の割合（満足

度）が、80％以上であること。 

満足度（４か年平均） 95.9 ％ 

平成２７年度   95.6 % 平成２８年度   96.5 % 

平成２９年度   96.3 % 平成３０年度   95.1 % 

② 品質の維持  

確保されるべき水準 評価 

  建物施設等について品質を維持す

るものとし、管理業務の不備に起因し

た大学校での研修(講義)の中断が全

くないこと。 

適 

（発生回数 ０回） 

管理業務の不備に起因した空調停止、

停電、断水、エレベーターの停止等が

全くないこと。 

適 

（発生回数 ０回） 

管理業務の不備に起因する警察大学

校施設内において施設利用者の怪我

の発生が全くないこと。 

適 

（発生回数 ０回） 

 

民間事業者から

の改善提案 

・警察大学校施設は、竣工から約 17年が経過し、中央監視（空調・電力）自動

制御装置及び照明制御設備、冷温水発生機、常用発電機、ボイラー、空調制御

設備等の施設運用の基幹となる熱源設備の老朽化による故障や不具合が年々

増加している状況にあるところ、各設備の改修に向けて、省エネを考慮した

具体的な改修の提案を行った。 

・警察大学校構内の危険箇所を発見し、注意喚起の表示等をすることともに、

必要に応じ改善計画を提示し、学生の事故防止に務めた。 

 

（３）実施経費（税抜） 

実施経費は、従来経費と比較して 31.7％（年平均 154,979千円）の削減を達成してい

る。 
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従来経費 488,699 千円（平成 20年度・単年） 

実施経費 333,720 千円（平成 27年度～令和元年度の年平均） 

削減額 154,979 千円（単年当たり） 

削減率 31.7％ 

民間事業者からの改

善提案 

・CO2削減に伴う改善提案に基づき、各部屋に温度監視を実施して排熱や

余熱を有効活用するなどコージェネシステムの効率的な運転管理を行

うことにより、ガスの使用量を削減した。（平成 30年度は前年度比で約

10％削減） 

・衛生設備の修理の際、不具合箇所の清掃及び部品交換の改修方法を提案      

し、修繕費の削減に務めた。 

 

（４）評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、平成 27

年度から平成 30年度の４か年とも全て目標を達成していると評価できる。 

また、省エネを考慮した改修等の民間事業者の改善提案により、民間事業者のノウハ

ウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したものと評価できる。 

実施経費についても、従前経費と比較して約３割の削減を実現できており、公共サ

ービスの質の維持向上と合わせて、経費削減の双方の実現が達成されたものと評価でき

る。 

なお、本事業の実施期間中に委託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、法令

違反行為等もなかった。また、今後は、警察庁に設置している警察庁会計業務改善委員

会及び警察庁会計業務検討会議において、事業実施状況のチェックを受けることが予定

されている。 

 

（５）今後の方針 

本事業については、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」

（平成 26年３月 19日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．（１）の基準を満たし

ていることから、現在実施中の事業をもって市場化テストを終了することが適当である

と考えられる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改革に

関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理委員

会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札

参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、警察庁が自ら公共サ

ービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めたい。 
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令和元年５月28日
警 察 大 学 校

民間競争入札実施事業
警察大学校の施設管理業務の実施状況について（平成27年度～平成30年度）

Ⅰ 事業の概要
１．委託業務概要

警察大学校における施設管理業務
（①電気・機械設備の維持管理業務②警備・受付業務③清掃業務④植栽維持管理業
務⑤エレベータ等維持管理業務⑥映像・音響設備維持管理業務）

２．業務委託期間
平成27年４月１日～令和２年３月31日(市場化テスト第３期目)

３．受託事業者
NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ・高橋工業・ｼﾝﾃｲ警備共同事業体

〔代表企業：(株)NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ〕

Ⅱ 管理業務の質(確保されるべき質)の達成状況及び評価
各 業 務 測 定 指 標 評 価

施設利用者（教職員及び学生）における利用
（ ） 「 」者の満足度アンケート ４段階 で やや満足

（ ） 、 。以上の割合 満足度 が 80％以上であること

アンケート実施時期 ： 年２回実施 適
（ ）毎年１０月・３月 満足度 ４か年平均

①快適性の確保 95.9 ％平成２7年度 平成２8年度 平成29年度
対象者数 1,645 1,852 1,632 95.6 %平成２７年度
回 収 数 1,604 1,790 1,592 96.5 %平成２８年度
回 収 率 97.5 96.7 97.5 96.3 %平成２９年度

計 95.1 %平成30年度 平成３０年度
対象者数 1,505 6,634 (名)
回 収 数 1,425 6,411 (通)
回 収 率 94.7 96.6 (％)

なお、自由記載欄での指摘に基づき臨時清掃
、 。の実施 設備の補修などの改善が行われている

建物施設等について品質を維持するものと
適し、管理業務の不備に起因した大学校での研修

（発生回数 ０回）(講義)の中断が全くないこと。

管理業務の不備に起因した空調停止、停電、 適
断水、エレベーターの停止等が全くないこと。 （発生回数 ０回）

②品 質 の 維 持

管理業務の不備に起因する警察大学校施設内
適において施設利用者の怪我の発生が全くないこ

（発生回数 ０回）と。

別　添 



- 2 -

Ⅲ 各業務において確保すべき水準の達成状況及び評価

各 業 務 測 定 指 標 評 価

１ 電気 機械設備等の運転監視及び保守点検 適・ 、
消防用設備の保守点検並びに建築設備の保守
点検等の業務を遂行し、良好な執務環境の維 各保守点検等の業
持に努めるとともに、障害発生時又は警報時 務について、計画的
は、原因を追求し適切な処置を取ること。 且つ適確に業務が遂

①電気・機械設 ２ 建築物における衛生的環境の確保に関する 行されており、良好
備等維持管理 法律（昭和45年法律第20号）に基づき、各種 な執務環境の維持に

。業務 測定を行い、測定の結果管理基準に適合しな 努めたと認められる
い場合は、その原因を推定し、大学校に報告 障害発生時におい
を行うこと。 て、迅速な対応と適

３ 二酸化炭素排出削減を行うとともに、エネ 切な処置がなされた
ルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54 と認められる。
年法律第49号）に基づき、エネルギー管理を 環境測定業務につ
行うこと。 いて、確実に業務が

遂行されており、報
告についても遅滞な
く行われたと認めら
れる。

エネルギー管理に
ついて、当校施設設
備の適切な運転と保
守を実施することに
より、エネルギー使
用の最適化・効率化
を追求して二酸化炭

。素排出削減に努めた

施設及び敷地内の秩序及び規則を維持し、盗
難、破壊等の犯罪及び火災等の災害の発生を警 適

②警備・受付
戒・防止することにより、施設利用者の安全か

業務
、つ円滑な執務環境の確保や保全を図るととも 警備業務について

に、誠意をもって行うこと。 常駐警備及び警察大
学校の警備監視機器
（監視カメラ、赤外
線センサー等）を適
正に運用し、常駐警
備と機械警備が一体
となった効率的で調
和のとれたセキュリ
ティサービスが提供
されたことにより、
施設利用者の安全か
つ円滑な執務環境の
確保や保全が図られ
たと認められる。

また、誠意をもっ



- 3 -

た態度で業務にあた
っており、警報発報
等の緊急対応におい
ても迅速且つ適切な
対応がとられたと認
められる。

指定された業務内容を実施し、校内外の汚れ
③清 掃 業 務 を除去し、又は汚れを防止することにより、快 適

適な環境を保つこと。
、清掃業務について

作業実施計画に基づ
き、日常清掃と定期
清掃（週間定期清掃
及び月間定期清掃 」）
を実施し、常に良好
な環境衛生を維持し
たと認められる。

作業責任者を設置
して、清掃員の業務
内容等を把握し、清
掃員に対して必要な
監督・指導を行うこ
とにより作業能率の
向上に努め、より良
い衛生的環境の確保
と美観の向上を図っ
たと認められる。

施設内の高・中・低木、芝生等の維持管理を
行い、景観及び緑化保全のため、対象植栽を常 適

④植栽維持管理

に良好な状態に保持すること。
業務

植栽維持管理業務
について、高木及び
中木の剪定、低木の
刈込、樹木の状態や
特性に応じ適正な時
期、方法により定期
的に実施し、対象植
栽を常に良好な状態
に保持したと認めら
れる。

芝生についても、
定期的に芝刈り、除
草を実施し、芝生の
育成維持、美観の維
持等に努めたと認め
られる。
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大学校内の各エレベーター及び小荷物専用昇 適
降機の保守点検を行うとともに、故障等の緊急⑤ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ等維
時に備え、適切な処置が行えるよう、24時間遠 エレベーター等維持管理業務

、隔監視を行い、常に専門技術者が待機している 持管理業務について
こと。 各棟エレベーター及

び小荷物専用昇降機
の点検及び保守を毎
月１回実施するとと
もに、２４時間遠隔
監視を行って技術者
を待機させ、故障時
の緊急事態には直ち
に技術員を派遣し適
切な処置を行ったと
認められる。

管理業務の不備に
起因したエレベータ

。ーの停止はなかった

１ 映像・音響設備の保守点検及び大型プロジ 適
⑥映像･音響設 ェクターの清掃も行うこと。又、正常動作確

備等維持管理 認や機器調整、消耗品等の交換を行うこと。 映像･音響設備等維
、業務 ２ 障害対応については、迅速に初期対応を行 持管理業務について

い 必要に応じメーカーへの手配等を行って 定期点検を年１回、、 、
、障害復旧を速やかに行うこと。なお、有償と 機器の清掃を年３回

なる場合は 事前に大学校の了承を得ること 巡視点検を毎月１回、 。
実施して、機器の保
全に努めたと認めら
れる。

障害対応について
は、迅速且つ的確に
実施されたと認めら
れる。

Ⅳ 実施経費の状況及び評価

． （ ） （ ）１ 市場化テスト実施前 平成20年度 と市場化テスト実施期間 第一期～第三期
の実施経費

〔市場化テスト実施前〕
平成20年度 年間 488,699 千円

〔市場化テスト実施期間〕
平成21～23年度(第一期) ３年間 1,209,244千円 → 平均年間 403,081千円
平成24～26年度(第二期) ３年間 1,008,000千円 → 平均年間 336,000千円
平成27～令和２年度(第三期) ５年間 1,668,600千円 → 平均年間 333,720千円

２．市場化テスト実施前（平成20年度)の実施経費と市場化テスト実施期間（第一期
～第三期）を比較した経費削減効果
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検 証
上記の結果から市場化テストを実施することにより,

平成21～23年度(第一期) 年間 85,618千円 削減率 17.5 %
平成24～26年度(第二期) 年間 152,699千円 削減率 31.2 %
平成27～令和２年度(第三期) 年間 154,979千円 削減率 31.7 %

削減された。
３．評価

平成27～令和２年度(第三期)の実施経費については、市場化テスト前（平成
20年度）の実績額と比較して単年度で154,979千円（31.7 %）の削減効果があっ
たものと評価できる。

（注）１年当たりの経費削減（31.7%）の主な要因としては、電気・機械設備等
維持管理業務、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ等維持管理業務及び映像音響設備等維持管理業務の
人件費削減によるもの。

Ⅴ 競争状況及び評価

１．本業務の応札状況
提案書等の審査の結果 ４者が入札参加要件を満たしたため 民間競争入札(総、 、

合評価落札方式)を実施し、平成27年２月20日に開札したところ３者が予定価格
の範囲内であり、総合評価の結果、NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ・高橋工業・ｼﾝﾃｲ警備共同事
業体と契約した。

２．評価
施設の運営管理に係わる６業務の委託業務を一括して競争入札したことによ

り業務効率化が図られ、また、競争性改善等を通じて事業開始前と比較して経
費を31.7％軽減することができた。

今後、更なる競争の確保に向けて新規参入を促す情報提供等の努力を継続し
て行う必要がある。

Ⅵ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等

１．改善状況等
民間事業者からの改善提案により、
① CO2削減に伴う改善提案に基づき、各部屋ごとに温度監視を実施して排熱

や余熱を有効活用するなどコージェネシステムの効率的な運転管理を行う
ことにより、ガスの使用量を削減した （平成30年度は前年度比で約10％削。
減）

、 、 、② 当校は 平成13年に竣工された施設であるが 竣工から約17年が経過し
中央監視（空調・電力）自動制御装置及び照明制御設備、冷温水発生機、
常用発電機、ボイラー、空調制御設備等の施設運用の基幹となる熱源設備
の老朽化による故障や不具合が年々増加している状況にあるところ、各設
備の改修に向けて、省エネを考慮した具体的な改修の提案を行った。

なお、平成29年度に熱源設備改修の設計業務が完了しており、平成30年
度に中央監視（空調・電力）自動制御装置の改修を行っており、今後順次
各設備の改修を進めていく予定となっている。

③ 衛生設備の修理の際、不具合箇所の清掃及び部品交換の改修方法を提案
し、修繕費の削減に務めた。

④ 構内の危険箇所を発見し、注意喚起の表示等をすることともに、必要に
応じ改善計画を提示し、学生の事故防止に務めた。
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２．評価
民間事業者からの改善提案により、より効率的なCO2削減対策が実施されてい

る。また、修繕方法の見直しにより効率的な修繕費の予算運用が図られるとと
もに、各種安全対策の実施は、入校学生が安全な学校生活を送るうえで、大変
貢献している。

Ⅶ 全体的な評価

経費については、市場化テスト実施前（平成20年度）と比較し、民間競争入札を実
施した第１期は17.5％、第２期は31.2％、第３期は31.7％削減された。

また、民間事業者の改善提案により効率的な管理業務が行われている。

警察大学校における施設管理業務 において包括的に達成すべき水準について 快「 」 、「
適性の確保 「品質の維持」等すべての項目において、水準を達成し、快適な利用環」、
境を提供できうる質が確保された管理業務が実施されている。

各業務においても実施要項及び業務仕様書に示す業務の実施のみならず、積極的な
業務改革に関する提案や、業務のより適切な遂行に資する自主的な研修なども実施し
ており、評価できるとともに、諸問題発生時においても速やかな改善策を図る等、効
率的な業務が実施された。

コスト面についても積極的な提案・報告を実施した結果、修繕費等の削減が図られ
ており、事業全体の実施経費についても （同一仕様に係わらず）前回事業時から削減、
が図られている。

民間競争入札実施事業としての「警察大学校における施設管理業務」は、前回事業
（平成24～26年度）に引き続き民間競争入札第３期目の事業実施であり、前回同様、
今回も良好な実施状況にある。前回終了時においては、外部有識者等による事業点検
を受ける仕組みが十分に備わっていなかったことから、第３期へ継続された経緯があ
るが、今般、令和元年度から、本事業は警察庁会計業務改善委員会及び警察庁会計業
務検討会議における点検を受けることとし、実施状況について外部有識者によるチェ
ックを受ける仕組みを備える予定である。

以上から、本事業については 「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関、
する指針 （平成26年３月19日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１ （１）の基準」 ．
を満たしていることから、現在実施中の事業をもって市場化テストを終了することが
適当であると考えられる。


